
様式第１５号

令和 年 月 日現在

Ⅰ　流動資産 千円 千円

１　現金預金

２　受取手形

３　完成工事未収入金

４　売掛金

５　有価証券

６　未成工事支出金

７　材料貯蔵品

８　販売用資産

９　短期貸付金

10　前払費用

11　繰延税金資産

12　未収入金

13　仮払金

14　その他

貸倒引当金 △

流動資産合計

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1)建物・構築物

減価償却累計額 △

(2)機械・運搬具

減価償却累計額 △

(3)工具器具・備品

減価償却累計額 △

(4)土地

(5)リース資産

減価償却累計額 △

533,540

488,610 44,930

25,935

595

230

521,924

46,561

31,397 15,164

2 4 30

株式会社　手　塚　産　業

487,712

5,000

27,636

会社名

385

366

25,935 0

40,238

貸　借　対　照　表

資　産　の　部



千円 千円

(6)建設仮勘定

(7)その他

減価償却累計額 △

有形固定資産合計

２　無形固定資産

(1)特許権

(2)借地権

(3)のれん

(4)リース資産

(5)その他

無形固定資産計

３　投資その他の資産

(1)投資有価証券

(2)長期貸付金

(3)破産更生債権等

(4)長期前払費用

(5)繰延税金資産

(6)保険積立金

(7)

(8)その他

貸倒引当金 △

投資その他の資産計

固定資産合計

Ⅲ　繰延資産

１　創立費

２　開業費

３　株式交付費

４　社債発行費

５　開発費

繰延資産合計

資産合計 639,531

114

194

14,718

100,332

114

17,131

117,607

2,219



Ⅰ　流動負債 千円 千円

１　支払手形

２　工事未払金

３　買掛金

４　短期借入金

５　リース債務

６　未払金

７　未払消費税

８　未払費用

９　未払法人税等

10　繰延税金負債

11　未成工事受入金

12　預り金

13　前受収益

14　賞与引当金

15　完成工事補修引当金

18　その他

流動負債合計

Ⅱ　固定負債

１　社債

２　長期借入金

３　リース債務

４　繰延税金負債

５　退職給与引当金

６　負ののれん

７

８

９　その他

固定負債合計

負債合計

負　債　の　部

36,620

31,810

73,035

23,462

50,351

1,208

16

17

216,486

20,000

20,000

236,486



Ⅰ　株主資本 千円 千円

１　資本金

２　新株式申込証拠金

３　資本剰余金

(1)資本準備金

(2)その他資本剰余金

資本剰余金合計

４　利益剰余金

(1)利益準備金

(2)その他利益剰余金

準備金

積立金

繰越利益剰余金

利益剰余金合計

５　自己株式 △

６　自己株式申込証拠金

株主資本合計

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券評価差額金

２　繰延ヘッジ損益

３　土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

Ⅲ　新株予約権

純資産合計

負債純資産合計

403,045

639,531

383,045

383,045

純　資　産　の　部

20,000



様式第１６号

自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日

会社名

Ⅰ　売上高　及び　Ⅱ　売上原価 千円 千円

１　完成工事高

２　完成工事原価

完成工事総利益(△損失)

３　兼業事業売上高

４　兼業事業売上原価

兼業事業総利益(△損失)

売上総利益(△損失)

Ⅲ　販売費及び一般管理費

１　役員報酬

２　従業員給料手当

３　退職金

４　法定福利費

５　福利厚生費

６　修繕維持費

７　事務用品費

８　通信交通費

９　動力用水光熱費

10　調査研究費

11　広告宣伝費

12　貸倒引当金繰入額

13　貸倒損失

14　交際費

15　寄付金

16　地代家賃

17　減価償却費

18　開発費償却

1 5 1 2 4 30

株式会社　手　塚　産　業

689,656

404,702

284,954

284,954

31,172

6,511

45,000

19,764

1,746

765

10,867

654

47

6,626

25

4,150

6,569

損　益　計　算　書



千円 千円
19　租税公課

20　保険料

21　諸会費

22　消耗品費

23　リース料

25　雑費

販売費及び一般管理費合計

営業利益(△損失)

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息及び配当金

２　雑収入

３　その他

営業外収益合計

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息

２　貸倒引当金繰入額

３　貸倒損失

４

５　その他

営業外費用合計

経常利益(△損失)

Ⅵ　特別利益

１　前期損益修正益

２　固定資産売却益

３ 引当金戻入

４

５　その他

特別利益合計

1,531

9,707

24

3,682

13,750

4,331

166,927

118,027

48

171

152,164

34,260

171

15,000

15,000



千円 千円
Ⅶ　特別損失

１　前期損益修正損

２　固定資産売却損

３　固定資産税圧縮損

４　その他

特別損失合計

税引前当期純利益(△損失)

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益(△損失)

164,164

58,857

105,307

3,000

3,000



自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日

会社名

千円 千円

Ⅰ　材料費

Ⅱ　労務費

（うち労務外注費 ）

Ⅲ　外注費

Ⅳ　経費

（内訳次頁）

完成工事原価合計

128,486

184,601

404,702

完成工事原価報告書

30

株式会社　手　塚　産　業

26,173

65,442

1 5 1 2 4



千円 千円

１　動力用水光熱費

２　機械等経費

（うち減価償却費 ）

３　設計費

４　労務管理費

５　租税公課

６　地代家賃

７　保険料

８　従業員給料手当

９　退職金

10　法定福利費

11　福利厚生費

12　事務用品費

13　通信交通費

14　交際費

15　補償費

16　重機等貸借料

18　雑費

経費合計

234

125,895

23,434

984

184,601

完成工事原価「Ⅳ経費」の内訳

12,287

17

2,812

41,747

130

512

2,812

41,747



様式第１７号

自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日

（会社名）

△

△ △ △

△

1 5 1 2 4 30

株式会社　手　塚　産　業

（単位：千円）
株主資本 評価・換算差額額

新株
予約権

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金

当期首残高 20,000 277,737 277,737 297,737 297,373

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益 105,307 105,307 105,307 105,307

自己株式の
処分

任意積立金の
積立

株主資本以外の項
目の当期変動額(純
額)

105,307
当期変動額
合計

105,307

当期末残高 383,054 383,054 403,045 403,045

当
　
期
　
変
　
動
　
額

株　式　資　本　等　変　動　計　算　書

資本金
自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価
証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

評価
・換算
差額等
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

任意
積立金

その他
積立金

繰越
利益

剰余金

32,016 105,307



様式第１７号の２

自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日

（会社名）

注
１　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

２　重要な会計方針
(1)　資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法

(2)　固定資産の減価償却の方法

定額法、定率法、その他定事法

(3)　引当金の計上基準

該当なし

(4)　収益及び費用の計上基準

収益は実現主義、費用は発生主義

(5)　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法
　　　＊該当箇所を□で囲んでください。
　　　ただし、経営事項審査を申請する会社は、「税抜方式」又は「免税事業者につき
　　税込」のいずれかでお願いします。

・ ・

(6)　その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための基本
　　となる重要な事項

該当なし

３　会計方針の変更

４　表示方法の変更

５　会計上の見積りの変更

６　誤謬の訂正

注　　記　　表

30

株式会社　手　塚　産　業

税抜方式 税込方式 免税事業者につき税込

1 5 1 2 4



７　貸借対照表関係
(1)　担保に供している資産及び担保付債務

①担保に供している資産の内容及びその金額

該当なし

②担保に係る債務の金額

該当なし

(2)　保証債務、手形遡求債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額
　　　＊経営事項審査を申請する会社は、当該箇所記載義務の有無にかかわらず、
　　　　受取手形割引高、受取手形裏書譲渡高について千円単位で必ず記載して下さい。

受取手形割引高： 千円
受取手形裏書譲渡高： 千円

(3)　関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び
　　長期金銭債務

該当なし

(4)　取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する
　　金銭債権及び金銭債務

該当なし

(5)　親会社株式の各表示区分別の金額

該当なし

(6)　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

該当なし

８　損益計算書関係
(1)　工事進行基準による完成工事高

完成基準による

(2)　売上高のうち関係会社に対する部分

該当なし

(3)　売上原価のうち関係会社からの仕入高

該当なし

(4)　売上原価のうち工事損失引当金繰入額

該当なし

(5)　関係会社との営業取引以外の取引高

該当なし

(6)　研究開発費の総額（会計監査人を設置している会社に限る。）

該当なし

0
0



９　株主資本等変動計算書関係
(1)　事業年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 400株

(2)　事業年度末日における自己株式の種類及び数

該当なし

(3)　剰余金の配当

該当なし

(4)　事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

該当なし

10　税効果会計

該当なし

11　リースにより使用する固定資産

該当なし

12　金融商品関係
(1)　金融商品の状況

(2)　金融商品の時価等

13　賃貸等不動産関係
(1)　賃貸等不動産の状況

(2)　賃貸等不動産の時価

14　関連当事者との取引
　　取引の内容

ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。

(1)　取引の内容

種類
会社等の名称

又は氏名
議決権の所有
(被所有)割合

関係内容 科目
期末残高
（千円）

種類
会社等の名

称
又は氏名

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
取引の
内容

期末残高
(千円)

取引金額 科目



(2)　取引条件及び取引条件の決定方針

該当なし

(3)　取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容

該当なし

15　一株当たり情報
(1)　一株当たりの純資産額

(2)　一株当たりの当期純利益又は当期純損失

16　重要な後発事象

該当なし

17　連結配当規制適用の有無

18　その他

特になし



　今期は前期と比較し売上高は５％程度増加し、弊社で推進する環境保護に配慮した

現場循環後方に対応した建設機械の導入、減価償却も相応に進める事が出来、営業

利益・経常利益、そして当期純利益ともに過去最高となりました。

売上高が５％程度増加で利益額・利益率が過去最高となった要因は、弊社で重点営業

項目としているＩＣＴ建設機械の性能と操作者の運転技術習熟による作業効率の向上、

また車両運搬具の導入をより抑え、ほぼ例年と同様の受注を確保出来た事です。

　来期も、函館江差自動車道や函館新外環状道路、北海道新幹線の新函館北斗～札幌間、

道々江差木古内線と函館市・木古内町近隣における建設投資は見込まれていますが、

それ以外の渡島管内の公共工事は減少が予想されています。

　眼前の営業・受注対策だけでなく１０年２０年先の事業計画を立て、ＩＣＴを中心と

したＩoＴの先端技術の導入や充実、働き方改革や女性の活躍できる職場環境づくりを

進め、新３Ｋ（給与が良い、休暇が取れる、希望が持てる）による社員の確保やＯＪＴ・

ＯＦＦ－ＪＴによる教育、環境にやさしい事業等にも積極的に取り組み、近年多い自然

災害の対応も出来るよう建設機械や社内体制を整え、技術力の向上とさらなる売上・

利益率の向上に努め、地域に根差した企業として地元に貢献して参りたいと思います。

注：株式会社（特例有限会社を除く）のみ記入

◇　事　業　報　告　書　◇


